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 一般的に火災時における火炎の大きさは出火後経過時間の二乗で大きくなると言われている。消防庁では平成18年1月
に長崎県で発生した社会福祉施設火災で7名の死者が出たことを踏まえ、平成18年～平成19年に当該火災の着火物であ
るソファーの燃焼状況及び特定施設水道連結型スプリンクラー設備（小規模施設用に開発された簡易なスプリンクラー設
備）の有効性確認実験を実施。 
 

 同実験によれば、点火約200秒後には出火室の天井付近温度は200℃に至っており、適切な初期消火が行われない場合、
点火約280秒後には天井付近温度は約790℃まで上昇。 

 
  ⇒ 火災の早期発見、初期消火、早期避難は、甚大な被害の発生を防止する上で重要な対策。 

参考資料「第２回有床診療所火災対策検討部会資料２－６」：http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h25/yuushou_kasaitaiaku/02/shiryo2-6.pdf 

ソファー及びＳＰヘッドの配置図 
ＳＰがない場合、点火約284秒後に
天井付近温度は786℃まで上昇 

ＳＰがある場合、点火約200秒後に
ＳＰヘッドが作動し（天井付近温度
は416℃）、温度上昇を抑制 

点火後のソファーの燃焼状況 

火災時における早期発見、初期消火、早期避難の重要性 参考①  

2



放火自殺者等を除く火災による経過別死者発生状況(H25年中) 

放火自殺者等を除く火災による年齢階層別死者発生状況(H25年中) 

 平成25年中の放火自殺者等を除く火災によ
る年齢階層別死者発生状況をみると、高齢
層になるほど人口10万人当たりの死者数
が増加。 

 
 これは、高齢層になるほど火災に対する気

付き難さや火災時の避難困難性が高まり、
上図にも示したように逃げ遅れにより亡くな
るケースが増えることによるものと推察。 

参考資料「平成２６年版消防白書第１章第１節２．火災による死者の状況」：http://www.fdma.go.jp/html/hakusho/h26/h26/html/1-1a-2-1.html 

建物火災の特性と死者の発生状況 

 平成25年中の放火自殺者等を除く火災によ
る死者数は1,278人だが、このうち670人は逃
げ遅れによるもの。 

 
 逃げ遅れによる死者は、全死者数の約52％

を占めているが、不明・調査中の436人を除く、
死に至った経過がわかっている方の約
80％は逃げ遅れにより亡くなっている。 

参考②  
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火災の現状と今後の懸念 

 昭和40年代～昭和末期には、ホテル、百貨店等大規模集客施設において多数の犠牲者を伴う火災が発生。 
 

 近年は、比較的小規模な施設・事業所等において多数の犠牲者を伴う火災が頻発。 
 

 更に、今後、全国各地で自力避難困難性の高い高齢者等が多数利用する施設の増加が見込まれる。 
 

 この種の施設の新増改築時のみならず、技術基準の改正動向も踏まえた立入検査等の機会を捉えて、火災時の
安全性が確保されていることを適切に確認していくことが必要不可欠。 

参考③ 

出火 
年月 

火災名 
延べ 

床面積 
(㎡) 

地上/
地下 

(階) 

死者
数 

(人) 

負傷
者数 

(人) 

用途 

昭
和
期 

S47.  5 大阪市千日ﾃﾞﾊﾟｰﾄﾋﾞﾙ火災 25,924 7/1 118 81 百貨店 

S48.11 熊本市大洋ﾃﾞﾊﾟｰﾄ火災 19,074 9/1 100 124 百貨店 

S55.11 藤原町川治ﾌﾟﾘﾝｽﾎﾃﾙ火災 3,582 5/0 45 22 ホテル 

S57.  2 千代田区ﾎﾃﾙﾆｭｰｼﾞｬﾊﾟﾝ火災 46,697 10/2 33 34 ホテル 

S62.  6 東村山市松寿園火災 2,014 3/0 17 25 社会福祉施設 

平
成
期 

H 2.  3 尼崎市長崎屋百貨店火災 5,140 5/1 15 6 百貨店 

H13.  9 新宿区歌舞伎町雑居ﾋﾞﾙ火災 516 5/2 44 3 複合雑居 

近
年
の
主
な
も
の 

H18.  1 大村市ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ火災 279 1/0 7 3 社会福祉施設 

H19.  1 宝塚市ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽ火災 218 1/0 3 5 遊技場 

H20.10 大阪市個室ﾋﾞﾃﾞｵ店火災 1,318 7/0 15 10 複合雑居 

H21.  3 渋川市老人ﾎｰﾑ火災 388 
(3棟合計) 

1/0 10 1 社会福祉施設 

H21.11  杉並区高円寺雑居ﾋﾞﾙ火災 1,030 5/2 4 12 複合雑居 

H22.  3 札幌市ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ火災 248 2/0 7 2 社会福祉施設 

H24.  5 福山市ﾎﾃﾙ火災 1,361 4/0 7 3 ホテル 

H25.  2 長崎市ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ火災 529 4/0 5 7 社会福祉施設 

H25.  8 福知山市花火大会火災 ― ― 3 56 － 

H25.10 福岡市有床診療所火災 682 4/1 10 5 診療所 

H27. 5 川崎市簡易宿泊所火災 1,008 
(2棟合計) 

2/0 10 18 宿泊所 
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社会福祉施設等(※)の状況 
※ 現行の令別表第1(6)項ロ又はハに該当する施設 

防火対象物数 建物火災出火件数に対する構成比 

[出典]火災報告、防火対象物実態調査 

      主な火災の状況 ［昭和40年代以降］ 
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いずれにも該当しないものはスプリンクラー設備の設置が必要 

防火区画 
居室を準耐火構造 
の壁・床で区画 

１０００㎡未満 

居室を耐火構造
の壁・床で区画 

区画は１００㎡以下、
かつ、４以上の居室

を含まない 

令１２条第１号に掲げる 
防火対象物である 

区画は 
２００㎡以下 

単一用途 

内装制限 
（通路は準不燃材料､他は難燃材料） 

延べ面積１００㎡未満 

居室を壁、天井、床等で区画 

煙感知器 
入所者が利用する居室に屋内
外から開放可能で避難が容易
な開口部（屋外は道等に面す） 

入所者が利用する居室の 
２方向避難 

Yes 

Yes 

第２項第１号 第２項第２号 

Yes 

第１項第１号 第１項第２号 

消防法施行規則第１２条の２ 

No 

No 

内装制限 
（通路を準不
燃材料、他を
難燃材料で
仕上げれば、
居室を区画す
ることを要し

ない） 

Yes 

 入居者等の避難時
間が確保すべき避難

時間を超えない 

入所者が利用する居室が避難階 

ア イ 共同住宅の一部 

各住戸の主たる出入口の要件 
 

外気開放廊下
に面する 

 

自閉装置付き 
防火戸等 

 

居室及び通路に煙感知器 

第３項 

ウ 

内装制限（通路は準不燃
材料､他は難燃材料） 

共同住宅の一部を施設としたもの 
（他の用途は存しないもの） 

施設部分の延べ面積の合計が 
２７５㎡未満 

Yes 

防火区画 
施設部分の各住戸を 

準耐火構造の壁・床で区画 

施設部分の各住戸が 
１００㎡未満 

Yes 

No 

延べ面積２７５㎡未
満で入居者の居室
が避難階のみの施
設は、内装制限に代
えて第２項第２号の
例でも可。 

一の開口部４㎡以下＆合計８㎡以下 

開口部は自閉装
置付き特定防火
設備等の防火戸 

開口部は自閉装置
付き防火戸等 

消防用設備等の設置免除が認められている建物においても、その建物構造等について 
適切に設計・施工、維持管理がなされているかの確認が必要（スプリンクラーの例） 

参考④ 

１０００㎡以上 
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放水量：80ℓ/min ｒ2.3 

放水量：50ℓ/min r2.6 

放水量：30ℓ/min r2.6 

パッケージ型自動消火設備 

（開発中）小規模パッケージ型自動消火設備 

一般的なスプリンクラー 

水道連結型スプリンクラー 

参考⑤ 技術の進展により新たに開発された消防用設備等が、それぞれの技術基準に従って 
適切に設置、維持管理されているかの確認が必要（スプリンクラーの例） 
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設計時 
• 建築許可等に当たっての消防同意(法§7) 

工事時 

• 着工届出(法§17-14) 

• 消防用設備等の検査(法§17-3-2) 

 

使用 
開始時 

• 防火管理者等の選任(法§8,§8-2) 

• 消防計画の作成(法§8,§8-2) 

• 自衛消防組織の設置(法§8-2-5) 

使用中 

• 消火・通報・避難訓練(法§8) 

• 防火対象物等の点検及び報告(法§8-2-2,§17-3-3) 

• 点検報告に係る特例認定(法§8-2-3) 

• 立入検査、火災予防措置命令(法§4～5-3) 

• 消防用設備等の設置維持命令(法§17-4) 

火災 
発生後 

• 火災原因調査、関係者への質問等(法§31,§32) 
• 被害財産の調査 (法§33,§34) 

消防法の規定による予防事務 

• 警防活動時の安全性や活動のしやすさ等の観点から
の指導、審査（例：消防活動拠点の位置、機能など） 

• 建築構造や消防活動上必要な施設の位置等の把握 

警防活動との関係等 

• 警防活動時の安全性や活動に直接関係する消防用
設備等についても、設置の段階からその機能が発揮
されることを確認（例：排煙設備、連結送水管、非常コ
ンセント設備、無線通信補助設備など） 

• 警防活動上の観点から消防計画の内容を指導 
• 消防計画作成時の指導等を通じ、防火管理者や自衛

消防組織といった建物関係者との連携体制を確保 
• 建物ごとに作成する警防計画との整合性を確認 

• 警防活動上の観点から訓練指導を実施 
• 立入検査により、活動時に使用する施設（例：排煙設

備、連結送水管、非常コンセント設備、無線通信補助
設備など）の設置、維持管理の状況を把握 

• 不備事項に対する必要な指導、措置等により警防活
動時の安全性を確保 

• 原因調査の結果は、火災予防上の技術基準等に加
え、消防活動戦術の見直し等に反映（例：殉職事案、
負傷事案の再発防止など） 

※ その他、消防法令では、屋外における火災予防措置命令(法§3)や、防火管理講習(令§3)、自衛消防業務講習(令§4-2-8)
等の事務が規定 

予防事務の概要及び警防活動との関係等 参考⑥  
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 予防分野においては、既に①権限行使に関わらない業務や②消防本部の判断に資する技術補助的業務などに
ついて、民間の登録機関を活用することで、消防本部の事務負担の軽減を図っている。 

【①権限行使に関わらない業務の例】 

登録認定機関による消防用設備等の認定 

【②消防本部の判断に資する技術補助的業務の例】 

登録講習機関による防火・防災講習 

 消防法では、一定の要件に該当する防火対象物の管理権原者に
対して、講習修了等の一定の資格を有する者から防火・防災管理者
を定め、防火・防災管理上必要な業務を行わせることを義務づけ。 

 
 防火・防災管理講習は、都道府県、消防本部のほか、総務大臣の登

録を受けた法人（日本防火・防災協会）が実施。 
 

 ⇒ 都道府県、消防本部が行う講習業務の負担が軽減 

 消防法では、一定の要件に該当する防火対象物の関係者に対し
て、消防用設備等を設置したときには、その旨を消防署長等に届
け出て、検査を受けることを義務づけ。 

 
 消防庁長官の登録を受けた法人（日本消防設備安全センター等）

は、消防用設備等について、技術基準に適合していることの認定を
行うことが可能（認定を行った消防用設備等には、その旨を表示）。 

 
 消防用設備等の設置時に消防本部が行う検査において、登録機

関により認定した旨の表示が付されているものについては、技術基
準に適合するものとみなすことが可能。 

 

 ⇒ 消防本部が行う検査業務の負担が軽減 

予防分野における民間活用の例 

総
務
大
臣 

登
録
講
習
機
関 

防火・防災 
管理者 

管理権原者 

一定の要件に該当する 
防火対象物 

②登録 

①申請 

③講習 

④選任 
消防計画の作
成、避難訓練
の実施 等 

消
防
庁
長
官 

登
録
認
定
機
関 

②登録 

①申請 

消防用
設備等 

消防本部 

関係者 

一定の要件に該当する 
防火対象物 

⑤設置 

消防用
設備等 
（未認定） 

関係者 

⑤設置 

③認定 

④表示 
⑦
検
査 

⑦
検
査 認定があるものは、技

術基準に適合するもの
とみなすことが可能 

⑥
届
出 

参考⑦  
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